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１　総則
　　令和６年度田んぼダム促進緊急対策事業（以下「本事業」という）に係る公募については、令和６年度田んぼダム促進緊急対策事業実施要領（令和６年10月２日制定、以下「実施要領」という。）、令和６年度田んぼダム促進緊急対策事業補助金交付要項（令和６年10月２日制定、以下「交付要項」という。）に定めるもののほか、この令和６年度田んぼダム促進緊急対策事業公募要領（第２回）（以下「公募要領」という。）に定めるところとします。

２　事業の趣旨　
　　本事業は、近年の頻発・激甚化する水害リスクに備えるために、雨水を貯める「田んぼダム」に取組むことで、流域治水や内水氾濫対策の他、排水機場の運転頻度を低下させ、高騰する電気料金の削減を図ることを目的としております。

３　事業の対象流域
　　本事業の対象地域は、流域治水プロジェクト対象河川の流域内における基幹水利施設（概ね末端受益面積100ha以上）の排水機場の受益地のうち、過去に浸水被害を受けたことがあり、かつ排水機場の電気料金を土地改良区が負担している地域を対象とします。
　
　※流域治水プロジェクト（茨城県土木部河川課HP参照）　
https://www.pref.ibaraki.jp/doboku/kasen/ryuikichisui.html

４　事業の実施期間
　　本事業の実施期間は、本公募の開始日から令和７年２月２８日までとします。

５　事業の実施主体
　　土地改良区

６　事業の公募単位
　　上記事業の対象流域内において、面的な広がりが一定程度ある水田地域

７　事業の補助内容
　（１）　対象地域の水田の排水口１箇所につき、田んぼダム用の落水桝１基の設置にかかる費用（資材費及び設置手間）
（２）　田んぼダムとしての貯留効果を発現するために必要な畦畔の補強等の費用
（３）　対象地域内に田んぼダムの効果検証に必要な水位計等の設置の費用

８　補助率
　　県　10/10

９　公募期間
　　第２回公募期間
令和６年１０月２５日（金）９：００～令和６年１１月８日（金）１７：００
　　※実施申請があった時点で、その都度、実施地区の選定を実施する。
※公募期間内において、要望金額が予算を越えた時点で公募は終了する。
※第２回公募の申請状況により、第３回公募を行う。
　　（第３回公募につきましては、別途、農村計画課のHPに掲載いたします。）
10　申請方法
　実施要領第６の１の（１）の規定に基づき、様式第１号及び実施計画書（様式第２号）を最寄りの農林事務所土地改良部門へ提出をお願いします。
（実施要領につきましては、農村計画課のHPよりダウンロードをお願いします。
　https://www.pref.ibaraki.jp/soshiki/nourinsuisan/nokeikaku/index.html）
提出にあたり、所定の期日までに最寄りの農林事務所土地改良部門へ提出の連絡をお願いします。
	農林事務所名
	住所
	電話番号
	FAX番号

	県北農林事務所
土地改良部門
	〒313-0013
茨城県常陸太田市山下町4119（常陸太田合同庁舎2階）
	0294-80-3350
	0294-80-3358

	県央農林事務所
土地改良部門
	〒310-0802
茨城県水戸市柵町1-3-1
（水戸合同庁舎3階）
	029-221-6636
	029-226-6871

	鹿行農林事務所
土地改良部門
	〒311-1593
茨城県鉾田市鉾田1367-3
（鉾田合同庁舎3階）
	0291-33-4120
	0291-33-5956

	県南農林事務所
土地改良部門
	〒300-0051
茨城県土浦市真鍋5-17-26（土浦合同庁舎2階）
	029-822-5045
	029-822-7346

	県西農林事務所
土地改良部門
	〒308-0841
茨城県筑西市二木成615
（筑西合同庁舎4階）
	0296-24-9241
	0296-22-2681


11　選定結果
　　実施地区の選定結果につきましては、申請していただいた農林事務所土地改良部門よりご連絡いたします。
　　事業申請状況により、事業申請のご希望に添えないことがあります。
　　選定結果連絡時期：事業申請を受け次第、速やかに連絡を行う。

12　その他
　　その他、事業に関して質疑がある場合は、茨城県農林水産部農地局農村計画課企画調整Gに連絡をお願いします。

　電話番号：029-301-4150
　FAX番号：029-301-4169
　担当　　加藤、小林
